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人

① 人

② 人

③ 園

④ 人

①

②

③

1,2001,144

【指標の定義（算式等）】

１人１ヶ月当たりの経費

総事業費に占める補助金の割合

総補助対象事業費/毎月初日入所児童数

活 動
指 標

1,250

375

50

5

55

4

55

47乳児保育延べ人数

障がい児保育延べ人数

延長保育実施保育園数

4

千円

延長保育延べ利用人数

成 果

指 標 【補助金総額/５園合計総事業費】
％

23年度(予定値)

75,22466,58658,552

1,350

5

305

22年度(予定値）目標値

400380

（定員）

 ③ 1人当り年間平均人件費

 ④ ＝②×③

人  件  費
（概算）

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

基 本
指 標

毎月初日入所児童数計

指　　　標　　　名

指　　　　　標　　　　　値

21年度(確定値)

別紙 １

Ｈ10事務事業開始年度

【事業費の推移】 21年度決算

 道支出金

 その他特財

　総　事　業　費  ①＋④

 ② 人　数（年間）

50,150 44,661

443

1,717

443

北広島市

 地方債

 国支出金

16,530

平成２２年度 事務事業評価調書（継続用）

【１ 計　画 （プラン）】

整理番号

部長職名

上位施策との関連
（総合計画体系）

章） 安全で安心できるまち

児童福祉

子育て支援の充実

直接事業費

保健福祉部児童家庭課

内山浩一 作成日課長職名

施策）

根拠法令等

事務区分

〃  終了予定年度

443

5,510 9,27012,926

65,23657,202

0.15

69,040

1,350 1,350

73,874

9,000 9,000

17,076

47,631

1,350

0.15

9,000

0.15

9,000

67,690 ① 合　計

13,377

0.15

42,108

1,717

 一般財源

対　　象
(誰､又は何を)

作成部署2001 私立認可保育園運営費補助事業事務事業名

平成22年5月31日

内線801

 ※ 何をねらっているのか。対象をどのような状態にしたいのか。

■自治事務　　□法定受託事務

目
　
　
的 意　　図

三熊秀範

　北広島市の児童の健全育成を目的とした保育政策により、国基準特別保育事業補助と市単
独補助を行い私立認可保育園の安定した経営を支援し、入所児童の良好な保育環境を確保す
る。

同上（継続実施）

 ※ 市が行った事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

平成22年度

22年度予算20年度決算

【２ 実　施 （ドゥ）】

北広島市社会福祉法人の助成に関する条例　北広島市社会福祉施設運営費
補助要綱・北広島市私立認可保育所に対する運営費補助金に関する要領

節）

 ※ 市が行う事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

手
　
　
段

23年度の予定

平成21年度まで

○特別保育事業補助項目～乳児保育・障がい児保育・保育所地域活動・地域子育て支援セン
ター・次世代育成交付金事業（延長保育事業）
○市単独補助項目～保育士加配人件費・日本スポーツ振興センター負担金補助・牛乳支給代
金補助・園児減少運営費補助・障がい児保育人件費・調理補助人件費補助・職員駐車場用地
借上補助

（単位：千円）



評点

□ ■

■

□

□

□

□ □ □ □

□ ■ □ □

□

□

□

□

■ □ □

□ □ □

評点区分

　私立保育園の安定した運営に寄与している。

３
妥
当
性

平成21年度における評価　（現状と課題）

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

効
率
性

チ ェ ッ ク 項 目

2001

【４ 総合判定と今後の方向性（アクション）】

　地区におけるバランスのよい保育の場の提供や保育
の質の確保に寄与している。

整理番号

【 参 考 】

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

統合

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

前年度の総合判定 現状継続

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

 【法律で実施が義務付けられている事務事業か】

内部評価委員会による評価

３

　　　３　適　切　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　１　不適切

【民間活力の活用性評価】

（事業担当部局が評価）

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

法律の義務付けあり

【３ 評　価 （チェック）】

有
効
性

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏っ
て
　いないか

３
　市独自保育士配置基準の遵守等、市内各保育所での
保育の質が確保されている。

【内部評価】　（内部評価委員会による評価）

法律の義務付けなし

現状継続

事業担当部局による評価 外部評価委員会による評価

総 合 判 定
（方向性）

総 合 判 定
（ 取 組 ）

拡大重点化

現状継続

現状継続

拡大重点化

平成23年度に向けた具体的な方向性

平成23年度に向けた具体的な取組　（課題と解決方法等）

休止・廃止

【自己評価】　（事務事業担当部局による評価）

終了

見直し

－

終了

今後の方向性に対する意見

【外部評価】 （外部評価委員会による評価

統合

現状継続

見直し総 合 判 定

（方向性）

拡大重点化

休止・廃止

　補助対象項目や基準について再度検証・検討を行う。

　来年度より１園増（(仮称)大曲大谷保育園開園予定）により拡大重
点化とする。

見直し

休止・廃止

終了統合



％ ％ ％

％ ％ ％

 補助・交付金の対象経費
 （項目）

人件費・事務費・事業費・
支援センター事業費

19

支　　出

補助・交付金の算出根拠
保育士加配、日本スポーツ振興センター負担金、牛乳支給代、障がい児保育、調
理人人件費、特別保育事業、職員駐車場借上に対して補助

 対象経費に対する補助
 または交付金の割合

（Ａ）÷（Ｄ） 13 21 22

 補助・交付金の対象経費
 （金額）

（Ｄ） 81,765

施設整備等積立金

固定資産取得費

人件費

地域子育て支援センター事業費 0 8,002

 全体支出に対する本市
 補助・交付金の割合

支　出　合　計 （Ｃ） 87,385 105,695

繰 越 金

0

59,030

事務費

収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0 0

その他 4,566 3,001

3,400

13,492

1,054 0

9,890

13,575

3,391

0歳児から就学児童までの乳幼児を対象に保護者が仕事やその他の理由で保育に欠ける子どもの
幸せを願って、保育の専門家による心身共に健やかで豊かな人間性を持った児童の育成

□事業費のみに充当

区　　　　分 ２２年度 (予算)

19,323

収　　入

88,577

人件費・事務費・事業費・
支援センター事業費

91,301

18

人件費・事務費・事業費・
支援センター事業費

8,125

0

101,768

1,666

（Ａ）÷（Ｃ）
13

事業費 9,160 10,063

87,385収　入　合　計 （Ｂ）

運営費

その他 2,089

 構成員(団体)数 職員数　15人

101,768

（22年3月末現在）

80,000

105,695

 交付先団体等の
 活動内容

・延長保育（午後6時30分～午後7時30分）
・障がい児保育
・地域子育て支援センター（すくすく広場、子育て相談など)
・一時保育　他

□市役所にある
事務局の状況
（21年度）

■補助団体にある

（単位：千円）

 交付先団体等の
 活動目的

■運営費・事業費の双方に充当

19,545

施設整備基金取り崩し

74,351 83,012

13,099

67,746

3,138

65,588

本市補助･交付金の額（Ａ） 10,945

繰越金

別紙 ２ 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

補助金･交付金名 私立認可保育園運営費補助金

整理番号 2001-1

2,445

２０年度 (決算) ２１年度 (決算)

補助金等の充当
状況（21年度）

□運営費のみに充当

【交付先団体等の概要】

＜継続用＞

設立年 昭和51年
交付先の名称
及び代表者名

社会福祉法人札幌厚生会　西の里きらきら保育園　園長　高橋　静恵

【交付先団体等の決算･予算の状況】



％ ％ ％

％ ％ ％

別紙 ２ 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

交付先の名称
及び代表者名

社会福祉法人広島未来の会　はだかんぼ保育園　園長　山根　仁美 設立年 平成6年

補助金･交付金名 私立認可保育園運営費補助金

【交付先団体等の概要】

整理番号 2001-2 ＜継続用＞

8,888 8,591

（単位：千円）

・延長保育（午後6時～午後7時）
・障がい児保育
・すくすく広場（地域子育て支援）
・育児相談　他

■補助団体にある □市役所にある

■運営費・事業費の双方に充当

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 10,857

収　入　合　計 （Ｂ） 78,386

34

その他 2,353 1,541

繰越金

3,954

（22年3月末現在）職員数　13人

 交付先団体等の
 活動目的

子育ての環境の変化による社会需要に応えるべく、乳児保育の実施、開所時間の延長、障がい児
の受入れなどを積極的に実施し、保育内容の充実を図り、子どもにも保護者にも、よりよい環境
づくりの充実を図る。

 構成員(団体)数

２２年度 (予算)

事務局の状況
（21年度）

 交付先団体等の
 活動内容

【交付先団体等の決算･予算の状況】

補助金等の充当
状況（21年度）

□運営費のみに充当 □事業費のみに充当

区　　　　分 ２０年度 (決算) ２１年度 (決算)

人件費 53,913

寄付金等

運営費 65,133 66,145

償還金支出 1,000 1,000

事業費 8,981

76,608 80,619

57,450

10,048

68,035

3943

9,670 9,742

6,297 8,180

76,608 80,619

3,500

1,000

53,815

0

支　　出
2,395

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0

443その他

0

事務費

2,379

支　出　合　計 （Ｃ） 78,386

基金積立 5,800

補助・交付金の算出根拠
保育士加配、日本スポーツ振興センター負担金、牛乳支給代、障がい児保育、調
理人人件費、特別保育事業、保育の質を高める研修事業

 対象経費に対する補助
 または交付金の割合

（Ａ）÷（Ｄ） 16 12 11

 補助・交付金の対象経費
 （金額）

人件費・事務費・
事業費

（Ａ）÷（Ｃ）
1114 12

（Ｄ）

 全体支出に対する本市
 補助・交付金の割合

69,191 71,665 77,240

 補助・交付金の対象経費
 （項目）

人件費・事務費・
事業費

人件費・事務費・
事業費



％ ％ ％

％ ％ ％

（Ａ）÷（Ｃ）
16

#DIV/0!

 補助・交付金の対象経費
 （金額）

補助・交付金の算出根拠
保育士加配、日本スポーツ振興センター負担金、牛乳支給代、障がい児保育、調
理人人件費、特別保育事業、保育の質を高める研修事業

 対象経費に対する補助
 または交付金の割合

（Ａ）÷（Ｄ） 18 21

（Ｄ） 74,501 68,234

収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0

その他 3,263

85,914支　出　合　計 （Ｃ）

12,315

 補助・交付金の対象経費
 （項目）

人件費・事務費・事業費・
支援センター事業費

人件費・事務費・事業費・
支援センター事業費

人件費・事務費・事業費・
支援センター事業費

16 14

0

固定資産取得費 0

 全体支出に対する本市
 補助・交付金の割合

0

4,961

支　　出

繰 越 金

7,438

4,255

1,813

8,990

93,030

0

5,000

86,701

55,626

10,755

1,150

55,851

積立金等 7,000

事業費

51,031

9,975

7,228

人件費

事務費

償還金支出

8,120

85,914

10,759

93,030

115

補助金等の充当
状況（21年度）

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 13,583

２２年度 (予算)

86,701収　入　合　計 （Ｂ）

2,0305,019 3,092

 構成員(団体)数

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

□市役所にある

67,312 69,416 77,800

区　　　　分 ２０年度 (決算) ２１年度 (決算)

13,20014,193

運営費

その他

□運営費のみに充当 □事業費のみに充当 ■運営費・事業費の双方に充当

事務局の状況
（21年度）

■補助団体にある

 交付先団体等の
 活動内容

・延長保育（午後6時30分～午後7時30分）
・障がい児保育
・すくすく広場
・地域子育て支援センター（みんなの広場、園開放、電話相談）　　他

＜継続用＞

別紙 ２ 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

整理番号 2001-3

補助金･交付金名 私立認可保育園運営費補助金

平成12年

職員数　　14人 （22年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

交付先の名称
及び代表者名

社会福祉法人水の会　大曲いちい保育園　園長　萬寿　壮三 設立年

特別保育事業として子育て支援センターや延長保育、障がい児保育を実施、子育てをしながら安
心して働くことのできる環境整備の充実を図る。
設立の理念「自然から学ぶ」保育目標「やさしく　たくましく　心ゆたかに」

【交付先団体等の概要】



％ ％ ％

％ ％ ％

別紙 ２ 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

交付先の名称
及び代表者名

学校法人坂本学園　大地太陽森の家保育園　理事長　坂本　行正 設立年 平成18年

補助金･交付金名 私立認可保育園運営費補助金

【交付先団体等の概要】

整理番号 2001-4 ＜継続用＞

8,049 7,500

（単位：千円）

・延長保育（午後6時30分～午後7時30分）
・すくすく広場

■補助団体にある □市役所にある

■運営費・事業費の双方に充当

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 8,396

収　入　合　計 （Ｂ） 48,069

365

（22年3月末現在）職員数　6人

 交付先団体等の
 活動目的

子どもたちの将来を見通した保育、自分で生きていく上で大切な力を身につけていく保育を方針
として、子どもを一人の人間として、出来るだけ一人ずつの権利を認める保育を心掛け、いつも
子どもが意欲的、自発的に関わるような環境を用意し、子どもの主体性を大切にしていく。

 構成員(団体)数

２２年度 (予算)

事務局の状況
（21年度）

 交付先団体等の
 活動内容

【交付先団体等の決算･予算の状況】

補助金等の充当
状況（21年度）

□運営費のみに充当 □事業費のみに充当

区　　　　分 ２０年度 (決算) ２１年度 (決算)

人件費 28,764

その他

運営費 39,282 42,681

その他 1,405 3,200

事業費 6,108

51,095 48,000

28,000

10,090

40,000

500391

1,000

7,657 5,710

7,759 9,629

51,095 48,000

1,455

28,725

0

支　　出
4,033

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0

3,629固定資産取得

0

事業費

支　出　合　計 （Ｃ） 48,069

補助・交付金の算出根拠
保育士加配、日本スポーツ振興センター負担金、牛乳支給代、調理人人件費、特
別保育事業、保育の質を高める研修事業

 対象経費に対する補助
 または交付金の割合

（Ａ）÷（Ｄ） 20 17 17

 補助・交付金の対象経費
 （金額）

人件費・事務費・
事業費

（Ａ）÷（Ｃ）
1617 16

（Ｄ）

 全体支出に対する本市
 補助・交付金の割合

42,631 46,011 43,800

 補助・交付金の対象経費
 （項目）

人件費・事務費・
事業費

人件費・事務費・
事業費



％ ％ ％

％ ％ ％

（Ａ）÷（Ｃ）
13

13

 補助・交付金の対象経費
 （金額）

補助・交付金の算出根拠
保育士加配、日本スポーツ振興センター負担金、牛乳支給代、障がい児保育、調
理人人件費、特別保育事業、保育の質を高める研修事業、駐車場借り上げ

 対象経費に対する補助
 または交付金の割合

（Ａ）÷（Ｄ） 14 14

103,650（Ｄ） 95,942 105,390

収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0

101,639支　出　合　計 （Ｃ）

 補助・交付金の対象経費
 （項目）

人件費・事務費・
事業費

人件費・事務費・
事業費

人件費・事務費・
事業費

13 13

0

 全体支出に対する本市
 補助・交付金の割合

0

支　　出

繰 越 金

5,000

111

11,176

103,650

0

110,501

74,637

9,620

2,197

80,149

基金積立 3,500

事業費

77,701

14,143

13,546

人件費

事務費

その他

11,685

101,639

12,325

103,650

0

補助金等の充当
状況（21年度）

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 13,421

２２年度 (予算)

110,501収　入　合　計 （Ｂ）

その他

0

1,786 1,605

190 0

 構成員(団体)数

【交付先団体等の決算･予算の状況】 （単位：千円）

□市役所にある

86,772 94,154 88,645

1,256

区　　　　分 ２０年度 (決算) ２１年度 (決算)

13,40014,561

運営費

寄付金等

□運営費のみに充当 □事業費のみに充当 ■運営費・事業費の双方に充当

事務局の状況
（21年度）

■補助団体にある

 交付先団体等の
 活動内容

・延長保育（午前7時～午前7時30分、午後6時30分～午後7時）
・障がい児保育
・すくすく広場（地域子育て支援）
・子ども発達支援センター交流保育、世代間（高齢者）交流　他

＜継続用＞

別紙 ２ 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

整理番号 2001-5

補助金･交付金名 私立認可保育園運営費補助金

平成20年

職員数　17人 （22年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

交付先の名称
及び代表者名

社会福祉法人広島未来の会　大曲はだかんぼ保育園　園長　高橋　正子 設立年

子育ての環境の変化による社会需要に応えるべく、乳児保育の実施、開所時間の延長、障がい児
の受入れなどを積極的に実施し、保育内容の充実を図り、子どもにも保護者にも、よりよい環境
づくりの充実を図る。

【交付先団体等の概要】



電話

（第 1 章）

（第 3 節）

（第 1

23 ～ 年度

点

別紙 ３ 　平成２２年度補助金等評価調書（現行補助金用）

整理番号 2001 補助金等名 私立認可保育園運営費補助事業 作成部署
保健福祉部
児童家庭課

内線801

作成日 平成22年5月31日

交付開始年度
根拠法令等

北広島市社会福祉法人の助成に関する条例 北広島市社会福祉施設運営
費補助要綱　北広島市私立認可保育所に対する運営費補助金に関する要領〃  終了予定年度

事務区分 □自治事務　　□法定受託事務　 部長職名 三熊秀範 課長職名 内山浩一

（総合計画での
  位置付け）

節 児童福祉

施策 子育て支援の充実 施策）

補助金等の概要

対象施設　　西の里きらきら保育園他４園

私立認可保育園の実施する延長保育事業等特別保育事業に対し国の補助基準により補助
を実施、牛乳支給代補助等市単独補助項目による補助を合わせて実施、保育所の各種事業
の実施を推進し、施設の安定経営を支援し、児童の良好な保育環境を確保する。

上位施策との関連 章 安全で安心できるまち

【費用の予定額】 （単位：千円）

区　　　　分 21年度決算額 22年度予算額
23年度以降予定額

毎年度

地方債
交付金額

国支出金 13,025 12,926 8,145

道支出金 7,850 6,180 17,366

その他特財

一般財源 44,361 46,477 58,119

 法律・北海道条令等で実施が義務付けられている事務事業か　　□有　　　　■無

評　価　

チェック項目 採点 選択理由、説明等

合　計 65,236 65,583 83,630

必
要
性

(1)事業活動の目的や内容等が社会経済情勢に合致してい
る

4 多様化する保育需要に応えてる事業の実
施等、私立保育園の機能の充実が図られ
る。(2)行政と市民の役割分担の中で、真に補助すべき事業・

活動である
4

公
益
性

次の項目のいずれかに該当していること
(1)住民自治の向上、市民の福祉・健康増進が図られるも
の
(2)市民の安全で安心な生活に寄与するもの
(3)市民の教育、文化、スポーツの振興に寄与するもの
(4)地域の経済、産業の振興、雇用の促進に寄与するもの
(5)市の施策として推進する事業を団体又は個人に対し積
極的に奨励しようとするもの

4 延長保育事業等特別保育事業への取り組
みの推進、市保育士配置基準の遵守、統
一献立による市内保育園全園での給食実
施等子育て支援施策の推進と健全な保育
環境の確保に寄与している。

×３＝

12

採点区分
　　５点　大いに認められる　　　　　４点　認められる　　　　　３点　やや認められる
　　２点　あまり認められない　　　　１点　認められない

適
格
性

個人に対する補助金等は(1)及び(2)の項目について採点
し、団体等に対する補助金等は全項目について採点す
る。
(1)支出手続が、法令、条例、規則、要綱等に基づいてい
ること
(2)支出目的、範囲が法令の規定に抵触していないこと
(3)団体等の会計処理及び補助金等の使途が適切であるこ
と
(4)団体等において適正な監査機能を有していること
(5)団体等の事業活動の内容と補助の目的との整合がとれ

5
市補助要綱、国特別保育事業実施要綱に沿い
適切な事業運営が確認されている。

採点合計 34

効
果
性

(1)効果が広く市民にいきわたり、特定の者のみの利益に
供することのないもの

4 私立認可保育園の積極的な事業への取り
組みの推進、経営の安定に寄与してい
る。(2)補助金等の交付に対して費用対効果が認められる 5



電話

(第 1

(第 3

(第 1

単位

人

① 件

② 件

③

④

①

②

③

別紙 １　　　　平成２２年度 事務事業評価調書（継続用）
北広島市

整理番号 2004 事務事業名 子ども手当支給事業 作成部署 保健福祉部児童家庭課

事務事業開始年度 H22
根拠法令等 平成２２年度における子ども手当の支給に関する法律

〃  終了予定年度

内線８０２

事務区分 □自治事務　　■法定受託事務 部長職名 三熊秀範　 課長職名 内山浩一 作成日 平成22年5月31日

目
　
　
的

対　　象
(誰､又は何を)

中学校修了前児童を養育している保護者

意　　図

 ※ 何をねらっているのか。対象をどのような状態にしたいのか。

次代の社会を担う子どもの健やかな育ちを支援するため支給するもの。

【１ 計　画 （プラン）】

上位施策との関連
（総合計画体系）

章） 支えあい健やかに暮らせるまち

節） 子育て支援の充実

施策） 子育て環境の充実

手
　
　
段

平成21年度まで

 ※ 市が行った事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

　児童手当として、小学校修了前児童を養育している保護者に支給

支給月額 ３歳未満　一律１０，０００円

３歳以上　第１子５，０００円　第２子５，０００円　第３子以降１０，０００円

平成22年度

 ※ 市が行う事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

平成２２年４月から子ども手当として中学校修了前児童を養育している保護者に対して児童1人当たり
月額１３，０００円を支給する。所得制限はない。
支給月　　平成２２年６月（４、５月分）・１０月（６～９月分）・平成２３年２月（１０～１月
分）

事務費は子ども手当による受給者の増分に係る経常経費及び手当創設に伴い必要となる広報
等の初年度費用。

【２ 実　施 （ドゥ）】 （単位：千円）

【事業費の推移】 20年度決算 21年度決算 22年度予算 23年度の予定

121,600

 地方債
直接事業費

 国支出金 743,793 895,600

 道支出金 101,433

 その他特財

 一般財源 112,644 123,229

1.00

 ③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000 9,000

 ① 合　計 0 0 957,870 1,140,429

 ② 人　数（年間） 1.00

 ④ ＝②×③ 0 0 9,000 9,000

　総　事　業　費  ①＋④ 0 0 966,870 1,149,429

人  件  費
（概算）

【事務事業を評価する指標（ものさし）】 指　　　　　標　　　　　値

指　　　標　　　名 目標値 20年度(確定値) 21年度(予定値） 22年度(予定値)

800 800活 動
指 標

新規認定件数（年間） 800 800 800

消滅件数 800

基 本
指 標

対象児童数見込み 7,300 7,300

成 果

指 標

受給世帯数（２月期）
世帯 4,300

【指標の定義（算式等）】

4,300 4,300

受給率
％ 16.67 16.67 16.67

（受給世帯数／市内世帯数）



評点

■ □

■

□

□

□

□ □ □ □

□ ■ □ □

□

□

□

□

□ □ □

■ □ □

チ ェ ッ ク 項 目 平成21年度における評価　（現状と課題）

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

３
　国の少子化対策・子育て支援対策としての事業であり、
行政が関与することは妥当である。

整理番号 2004【３ 評　価 （チェック）】

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏って
　いないか

３ 　法定受託事務であり受益者負担は該当しない。

評点区分 　　　３　適　切　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　１　不適切

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

３
　出生時や転入時の認定請求漏れがないよう、広報やホー
ムページで小学校６年生までの児童を養育している保護者
への制度の周知を図っている。

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

３
　国の事務手続きに沿って事務を行っており、効率的な方
法である。

 【法律で実施が義務付けられている事務事業か】 法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

【民間活力の活用性評価】

（事業担当部局が評価）

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

- 現状維持

【４ 総合判定と今後の方向性（アクション）】

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

【 参 考 】 事務事業担当部局による評価 外部評価委員会による評価 内部評価委員会による評価

前年度の総合判定 現状維持

休止・廃止

現状継続 現状継続 統合 終了

見直し 平成23年度に向けた具体的な取組　（課題と解決方法等）

【外部評価】 （外部評価委員会による評価） 【自己評価】　（事務事業担当部局による評価）

総 合 判 定

（方向性）

拡大重点化 総 合 判 定
（ 取 組 ）

拡大重点化 見直し

統合

　児童手当から子ども手当制度に変更し、受給対象者が増加したが、今後
も国の児童手当支給制度に基づき対応していく。出生や転入時の申請忘れ
がないように、関係課との協力体制を徹底し、市民サービスの向上に努め
る。

休止・廃止

終了

今後の方向性に対する意見

【内部評価】　（内部評価委員会による評価）

総 合 判 定
（方向性）

平成23年度に向けた具体的な方向性

　自己評価のとおり現状継続とする。

拡大重点化 見直し 休止・廃止

現状継続 統合 終了



電話

(第 1

(第 3

(第 1

単位

① 件

② 件

③

④

①

②

③

別紙 １　　　　平成２２年度 事務事業評価調書（継続用）
北広島市

整理番号 2005 事務事業名 保育園民営化・活性化事業 作成部署 保健福祉部児童家庭課

事務事業開始年度 H23
根拠法令等 北広島市行財政構造改革

〃  終了予定年度 H25

内線８０1

事務区分 ■□自治事務　　□法定受託事務 部長職名 三熊秀範　 課長職名 内山浩一 作成日 平成22年5月31日

目
　
　
的

対　　象
(誰､又は何を)

公立保育園3園のうち1園の民営化を実施する。　（実施目標　平成25年4月１日）

意　　図

 ※ 何をねらっているのか。対象をどのような状態にしたいのか。

公立保育園の一部民営化を実施することにより、子育て支援策の充実や、残る2保育園の正職員率
の引き上げにより利用者に対し安定した保育の提供を行う。

【１ 計　画 （プラン）】

上位施策との関連
（総合計画体系）

章） 支えあい健やかに暮らせるまち

節） 子育て支援の充実

施策） 子育て環境の充実

手
　
　
段

平成21年度まで

 ※ 市が行った事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

　民営化実施条件の整理

平成22年度

 ※ 市が行う事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

　民営化実施保育園の検討

【２ 実　施 （ドゥ）】 （単位：千円）

【事業費の推移】 20年度決算 21年度決算 22年度予算 23年度の予定

 地方債
直接事業費

 国支出金

 道支出金

 その他特財

 一般財源 0 0 350

0.20

 ③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000 9,000

 ① 合　計 0 0 0 350

 ② 人　数（年間） 0.00 0.00 0.10

 ④ ＝②×③ 0 0 900 1,800

　総　事　業　費  ①＋④ 0 0 900 2,150

人  件  費
（概算）

【事務事業を評価する指標（ものさし）】 指　　　　　標　　　　　値

指　　　標　　　名 目標値 20年度(確定値) 21年度(予定値） 22年度(予定値)

活 動
指 標

検討委員会の開催

基 本
指 標

運営法人検討委員会の設置 7,300 7,300

　　 募集事務の開始

成 果

指 標

【指標の定義（算式等）】



評点

□ ■

□

■

■

□

□ ■ □ □

□ □ □ □

□

□

□

□

□ □ □

■ □ □

チ ェ ッ ク 項 目 平成21年度における評価　（現状と課題）

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

３
　国の保育所民営化の流れ、市行財政構造改革の方向性か
ら、限られた人員で子育て背策の充実を行なうための必要
な施策である。

整理番号 2005
【３ 評　価 （チェック）】

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏って
　いないか

－

評点区分 　　　３　適　切　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　１　不適切

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

３
　より良い運営法人選定のため、検討委員会を設置、評価
基準等を設定する。

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

３
　円滑な移管を進めるため引継ぎ保育に要する経費を計上
予定

 【法律で実施が義務付けられている事務事業か】 法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

【民間活力の活用性評価】

（事業担当部局が評価）

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

― ―

【４ 総合判定と今後の方向性（アクション）】

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

【 参 考 】 事務事業担当部局による評価 外部評価委員会による評価 内部評価委員会による評価

前年度の総合判定 ―

休止・廃止

現状継続 現状継続 統合 終了

見直し 平成23年度に向けた具体的な取組　（課題と解決方法等）

【外部評価】 （外部評価委員会による評価） 【自己評価】　（事務事業担当部局による評価）

総 合 判 定

（方向性）

拡大重点化 総 合 判 定
（ 取 組 ）

拡大重点化 見直し

統合

　平成23年度より、大曲、東部地区で認可保育所定員増が見込まれている
ため、利用者の動向を注し、円滑な民営化事業の実施を検討する。

休止・廃止

終了

今後の方向性に対する意見

【内部評価】　（内部評価委員会による評価）

総 合 判 定
（方向性）

平成23年度に向けた具体的な方向性

　民営化実施保育園の検討を行う事業である。（実行計画改革項目No73:
市立保育園の民営化）

拡大重点化 見直し 休止・廃止

現状継続 統合 終了


